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令和元年決算特別委員会（第一分科会 保健福祉部所管） 開催状況

開催年月日 令和元年１１月１１日（月）
質 問 者 日 本 共 産 党 宮川 潤 委員
答 弁 者 保 健 福 祉 部 長 橋本 彰人

少 子 高 齢 化 対 策 監 粟井 是臣
健 康 安 全 局 長 竹縄 維章
子ども未来推進局長 永沼 郭紀
地域医療課医療参事 人見 嘉哲
医 務 薬 務 課 長 竹澤 孝夫
地 域 保 健 課 長 築島 恵理
がん対策等担当課長 東 幸彦
施 設 運 営 指 導 課 長 山本 厚志
自 立 支 援 担 当 課 長 齊藤 順二

質 問 内 容 答 弁 内 容

一 医療機関、介護施設及び在宅患者の災害時対
応について

（一）災害拠点病院整備事業費補助金について 【医療参事】
まず、昨年度の災害拠点病院整備事業について、 災害拠点病院整備事業費補助金についてでありま

予算及び執行状況について明らかにしてください。 すが、道では、平成３０年度当初予算で１か所の災
害拠点病院における自家発電装置の整備に対する支
援として、２６，０７０千円を予算措置したところ
でありますが、対象の災害拠点病院の都合により、
平成３０年度での整備を見送ったところでございま
す。
なお、当該病院の自家発電装置の整備について

は、本年度、改めて行うこととされております。

（二）自家発電機設置状況について 【医務薬務課長】
病院及び診療所の自家発電機設置状況について、 自家発電設備の設置状況についてでございます

昨年度と現時点での状況をお示しください。 が、病院につきましては、厚生労働省の調査により
ますと、平成３０年度が、５５７施設中５１７施
設、９２．８％、令和元年度では、５５５施設中５
２２施設、９４．１％が自家発電設備を有している
状況にございます。
また、有床診療所につきましては、平成３０年度

の道の調査で回答のありました１９５施設中、７９
施設４０．５％となっているところでございます。

（三）人工透析病院等における自家発電機等の設置 【地域保健課長】
状況について 透析医療機関の自家発電装置等についてでござい
人工透析病院および診療所における自家発電機の ますが、昨年度実施した調査における平成30年８月

設置状況、人工透析病院および診療所に接続する水 １日現在の状況では、人工透析を実施している病院
道管の耐震化について、それぞれ昨年度から前進し につきましては、１６１施設中１６０施設が自家発
ているものと考えますけれども直近の状況をお示し 電装置を設置していると回答しておりまして、改築
ください。 中のため設置していなかった１施設については、設

置した旨確認したところでございます。
今年度は、現時点で透析を実施しています１６５

病院及び１１５診療所を対象に自家発電装置の設置
状況等の災害対応や透析医療の現状について調査を
実施することとしております。
また、道では、透析医療機関へ水道水を供給する

施設の耐震化を促進するため、水道事業者に対し、
これらの医療機関に関する情報提供や、国の補助制
度の活用に当たっての助言等を行っておりまして、
道内では、直近３年間で石狩市、室蘭市、余市町な
ど８水道事業者がこの補助制度を活用し、透析医療
機関への水道管の耐震化事業を行っているところで
ございます。
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（四）緊急時における人工透析用自家発電機につい 【地域保健課長】
て 透析医療機関での停電時対応についてでございま
病院及び診療所における停電時対応ですけれど すが、自家発電装置を設置していない施設につきま

も、胆振東部地震の際、緊急に人工透析用発電機を しては、災害時に停電が長引く場合などに、患者の
確保しようとしたけれどもできなかった例があると 受入が可能な医療機関と連携することにより、患者
伺っております。どのようにするのか対処方針をお が必要な医療を受けることができるよう要請してお
伺いします。 ります。

また、北海道透析医会等においては、災害時の患
者の受入調整を行うための通信機器を導入するな
ど、平時から災害時の透析医療の確保に向けた連携
強化が図られているところでございます。
道といたしましては、今後とも北海道透析医会と

連携しながら、災害時においても患者が継続して透
析を受けられるよう、取り組んでまいります。

（五）広域災害救急医療情報システムについて 【医療参事】
胆振東部地震の際、停電により広域災害救急医療 広域災害救急医療情報システムについてでありま

情報システムでの情報発信ができなくなったと伺っ すが、災害時に、医療機関の情報を収集・把握する
ています。どのような事態が発生したのか。また、 手段として、大きな役割を果たす広域災害救急医療
どう対処したのか伺います。 情報システム、いわゆるＥＭＩＳについては、各医

療機関のパソコンなどの端末によりインターネット
を利用して被災状況や患者受入可能数といった情報
を入力することとなっておりますが、胆振東部地震
の際には、広範囲で大規模な停電であったため、情
報入力が一時、困難となったところです。
このため、道では、速やかに保健所と道内各地の

災害拠点病院に設置したＤＭＡＴ活動拠点本部が連
携して、地域の医療機関を巡回するなど情報収集に
努め、代行してＥＭＩＳへの入力を行ったところで
す。

（六）自家発電機の燃料について 【医務薬務課長】
自家発電機を稼働するための燃料の保管量につい 医療機関におけます燃料等の備蓄についてでござ

て実態把握を行うとともに、医療機関に対し備蓄を いますが、災害拠点病院につきましては、自家発電
求めるべきだと考えますが如何か見解を伺います。 機等の燃料を３日分程度確保しておくことが指定要

件とされておりますほか、その他の病院につきまし
ても、厚生労働省が示した「BCPの考え方に基づい
た病院災害対応計画作成の手引き」の中で、例示と
いたしまして、自家発電のための燃料を３日分備蓄
することや、外部からの燃料供給体制の整備などが
明記されているところでございます。
道といたしましては、今後、医療監視の機会等を

活用いたしまして、水や食糧、医薬品の備蓄状況な
どとともに、燃料の確保手段等につきましても確認
を行う予定としております。

（七）災害に備えた対応について 【施設運営指導課長】
昨年度、介護施設において災害に備え、どのよう 災害に備えた対応についてでありますが、道で

な事業があったのか明らかにしてください。 は、火災や地震、風水害など様々な自然災害に備え
るため、平成29年８月に「社会福祉施設等における
非常災害対策計画の策定の手引」を策定し、社会福
祉施設における非常災害対策計画策定の支援を
行ってきたところであり、今般の災害を踏まえ、新
たに、複数の通信手段の確保や平常時から物資の点
検等を実践することが望ましいことなどを盛り込ん
だところでございます。
各社会福祉施設等は、この手引きを参考に、職員

の役割分担や基本行動等を定めるなどして、非常災
害対策計画の策定や既存計画の見直しを行うととも
に、計画を踏まえた避難訓練を行うなどして災害に
備えるよう、道として今後も周知徹底を行うことと
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しているところでございます。

（八）介護施設における自家発電機設置状況につい 【施設運営指導課長】
て 介護保険施設における非常用自家発電設備の設置
介護施設における自家発電機設置状況について、 状況についてでありますが、平成30年４月現在、介

昨年度及び現時点での比較を明らかにしてくださ 護老人福祉施設や介護老人保健施設などの介護保険
い。 施設における非常用自家発電設備の設置状況は、

４０２施設中、３１３施設・７７．９％であり、
本年４月現在では、３９６施設中、３２４施設・

８１．８％となっており、本年度中に、新たに３８
施設が整備を予定しているところでございます。

（八）－（再）介護施設における自家発電機設置状 【施設運営指導課長】
況について 非常用自家発電設備の整備についてであります
昨年度で７７．９％、今年４月で８１．８％まで が、道の策定した「社会福祉施設等における非常災

整備されて、更に３８施設の整備が進むと、９１． 害対策計画の策定の手引き」では、停電時の対応と
４％ということになります。残るのは３４箇所のみ して非常用自家発電設備の整備についても盛り込ん
ということになりますから、１箇所づつ全て整備で でいるところであり、これまでも国の緊急対策など
きるのか、或いはできない条件は何なのかというこ も活用しながら計画的な整備を進めてきたところで
とを明らかにして、全施設での整備を目指すべきだ ございます。
と考えますが、如何ですか。 今後につきましても、国の補助制度等を活用しな

がら介護保険施設のサービス提供に支障を来すこと
がないよう、非常用自家発電設備の設置を働きかけ
てまいる考えでございます。

是非、全施設の整備に向けて進めていただきたい
と思います。

（九）介護施設における停電時の対応について 【施設運営指導課長】
介護施設に酸素濃縮器使用者、人工呼吸器使用者 介護保険施設における停電時の対応についてであ

がいる場合の対応、その他停電時に対応が必要とな りますが、介護保険施設におきましては、非常災害
る場合について、どういう想定で準備をしているの 対策計画策定の手引では、医療的配慮が必要な入所
か伺います。 者にとって医療機器の使用ができないことは、生命

の危険につながることから、医療的配慮が必要な入
所者の有無や協力病院等との連携状況などを踏ま
え、非常用自家発電設備の設置や予備バッテリーの
確保等について検討するよう例示し、各施設の状況
に応じた非常災害対策計画の策定を働きかけている
ところでございます。

（十）介護施設における停電時の食事提供について 【施設運営指導課長】
介護施設において、停電等により調理機能に支障 介護保険施設における停電時の食事提供について

が生じた際の対応方法はどうなっているのか。保存 でありますが、「社会福祉施設等における非常災害
食は何日間保管されていますか。冷たい物ばかりで 対策計画の策定の手引き」においては、停電時にお
は摂取できなくなることが考えられますが、温かい いても最低３日間は施設において生活が維持できる
食事の提供について、どう対処するのか伺います。 よう、水、食料、防災資機材等を備蓄することを求

めているところでございます。
また、緊急時にも食事提供できる保存食料やカセ

ットコンロ、カセットガスの備蓄、プロパンガス対
応機器の導入等についても例示するとともに、留意
事項として、利用者だけでなく、職員や避難者の分
も含めた十分な物資の確保や保管場所を確保するこ
とを盛り込んでいるところであり、各施設ではこの
手引を踏まえて非常災害対策計画を策定、見直し、
対応することとしているところでございます。

今年の台風第１９号の避難者も温かい食事を出して
ほしいということが、より切実な要望だったそうで
す。とりわけ高齢者の多くいる施設ではいっそうの
ことだと思いますので、温かい食事の提供ができる
ような準備を充分に進めていただきたいと思いま
す。
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（十一）簡易自家発電装置整備事業について 【医務薬務課長】
停電時に備えて患者に貸し出せる簡易自家発電装 在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業費補助

置を整備する医療機関に対する補助事業の予算額 金についてでございますが、この事業は、訪問診療
と、この事業の活用を要望している医療機関の数に が必要な人工呼吸器使用患者に貸し出すための簡易
ついてお示しください。 自家発電装置等を医療機関が整備する際に補助する

ものでございますが、今年度新たに２３５万７千円
を予算計上したところでございますが、１５の医療
機関が活用を希望しているところでございます。

（十二）人工呼吸器等の使用状況について 【地域保健課長】
在宅酸素濃縮器使用者、人工呼吸器使用者がどこ 在宅で酸素濃縮器などを使用する患者についてで

にいて、機器の使用状況はどうなのかなど、日常的 ございますが、在宅で酸素濃縮器や人工呼吸器を使
に把握しておくべきと考えますが、どのように把握 用する患者に対しては、日頃から、身体の安全に重
されているのか伺います。 大な影響を及ぼすことがないよう、医療機関、医療

機器メーカー等が連携して、機器の使用状況に応じ
た対応がなされているところでございます。
道では、災害時においても、こうした患者の生命

・健康に支障が生じないよう、医療機器メーカー等
の関係者と一層連携を密にし、あらかじめ複数の連
絡方法を共有したうえで、安否確認などの対応状況
を把握するなどして、在宅患者の安全確保に取り組
んでまいる考えでございます。

（十三）非常用電源等の準備について 【地域保健課長】
在宅酸素濃縮器や人工呼吸器は停電時に使用でき 災害時の非常用電源についてでございますが、在

なくなることがありますが、非常電源等の準備はど 宅で酸素濃縮器などを使用する患者に対し、停電に
のように対応するのかお伺いします。 より生命や身体の安全に重大な影響を及ぼすことが

ないよう、酸素ボンベやバッテリーの確保などに万
全を期すことが重要でございます。
このため、道においては、医療機関と医療機器メ

ーカー等に対し、停電時に備え、在宅で使用する酸
素濃縮器などの医療機器の外部バッテリーの準備
や、患者の状態に応じた一時入院の受入準備などを
要請してきたところでございます。
また、医療機関と医療機器メーカー双方の緊急連

絡先が周知され、緊急連絡がどちらに入っても、相
互に連携が図られる体制となっているところでござ
います。

（十四）停電時の不安解消について 【健康安全局長】
胆振東部地震では、在宅酸素濃縮器使用者、人工 災害時の不安解消についてでございますが、在宅

呼吸器使用者は、電気の復旧あるいは非常用電源の で酸素濃縮器などを使用する患者について、災害時
到着を生命の危機を感じながら待っていました。今 の停電等により生命や身体の安全に重大な影響を及
後は、対応の仕方をあらかじめ伝えておいて、万が ぼすことがないよう、日頃から、バッテリーや予備
一停電になっても停電時の不安解消を図るべきと考 電源を準備していくほか、避難場所や経路、具体的
えますけれども対処方法はいかがか伺いします。 な支援方法などについて、平時から関係機関で、情

報共有をしていくことが重要であると認識しており
ます。
こうしたことから、道では、二次医療圏ごとに設

置しております難病対策地域協議会において、市町
村や医療、福祉など地域の関係者で災害時の支援体
制について協議をし、患者やそのご家族に災害時対
応に関する情報提供を行うなどして患者の方々の不
安解消に努めてまいります。
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（十五）今後の取組について 【保健福祉部長】
医療や福祉に関し、停電時の対応や電話が通じに 医療機関等の災害時対応に関する今後の取組につ

くくなること、交通の障害、情報伝達など様々な課 いてでございますが、昨年の地震に伴う全道域での
題がありますが、胆振東部地震の教訓、今後の改善 大規模停電のような想定外の災害に備えるために
策についてお聞かせください。 は、在宅の難病患者など災害時要配慮者の支援体制

の構築や医療機関・社会福祉施設の機能が維持でき
ますよう、非常用電源の確保のほか、燃料や食料等
の備蓄など平常時からの取組が重要であると改めて
認識をいたしております。
このため、道といたしましては、今後とも、医療

機関や社会福祉施設に対し、あらゆる機会を通じ、
自家発電装置等の非常用設備の整備をはじめ、災害
対応マニュアルやBCPの策定を働きかけますほか、
災害時要配慮者の安全確保に向け、こうした方々が
必要といたします機器等の確保や安否確認のための
連絡体制の構築などに市町村、関係機関・団体と一
体となって取り組み、災害時においても、必要な医
療・福祉サービスが提供されますよう、努めてまい
ります。

二 若年妊娠・出産について
（一）若年出産の状況について 【自立支援担当課長】
十代で出産する若年出産は年間何人いて、出産全 若年出産の状況についてでありますが、国の調査

体の何％に当たりますか、伺います。 によりますと、母親の年齢が１９歳以下の出生数及
び全体に占める割合は、本道におきまして、平成２
６年 ５０６人、１．３７％、２７年 ４５４人、
１．２４％、２８年 ４５１人、１．２８％ とな
っております。

（二）妊娠による高校退学について 【自立支援担当課長】
１０代での妊娠出産ということで、お答え頂きま 退学理由の把握についてでありますが、国では、

したが、高校生について、妊娠出産というのは、な 児童生徒の問題行動等の未然防止、早期発見・早期
かなか把握は困難だと思います。また、妊娠が分か 対応や不登校児童生徒への適切な個別支援につなげ
った高校生のその後の経過としては、まず産前産後 ていくことを目的として、毎年度、高校の中途退学
は休んで、その後は通学する。それから、妊娠育児 者数などを調査しておりますが、中途退学理由の選
期を含めた休学や、転学などがありますが、退学す 択肢は、「学校生活や学業への不適応」、「別の高
る例が多いと考えられます。妊娠したら退学しなけ 校への入学や就職などの進路変更」、「その他の理
ればならないといった学校は無いとは思いますが、 由」などとなっておりまして、中途退学の理由が妊
自主退学という形であっても学校からの勧奨による 娠であるかにつきましては、把握が困難となってお
場合や、学校にいづらくなったために退学すること ります。
も多いと考えられます。
高校生の妊娠・出産、退学に至る経緯と本人の意

思については、把握できないというのが実情ではな
いでしょうか、実態は如何か伺います。

（三）若年妊娠・出産における認識について 【子ども未来推進局長】
分類上、自主退学ということになっていても、退 若年妊娠や出産に対する認識についてでございま

学せざるを得なかったという場合が実際は多いので すが、国の「子どもの虐待による死亡事例等の検証
はないのかというふうに思われます。 結果について」の第１４次報告における、１０代の
６月２５日のＮＨＫの番組で、定時制高校４年生 若年妊娠ケースの考察では、養育能力が不足してい

の時に妊娠して退学した経験を持つ２１歳の女性 ることが多くあることや未婚であったり、実父の状
が、就職を希望しているけれども、高卒の学歴がな 況が不明であったり、あるいは祖父母と同居してお
いことがネックになっていると語っています。 らず、地域社会との接触もほとんど無いなど、周囲
また、高校生の妊娠・出産について、社会の偏見 の協力を得られにくい場合もあることが報告されて

にさらされて多感な世代ということもあり、心を開 おりますが、高校生の場合は、これらの状況に加え
けなくなってしまう、彼氏にも言えない、親にも言 まして、引き続き高校へ通学することが難しくなる
えないという場合もあり、相談できる相手がいない など、より厳しい環境に置かれることが考えられる
ために、孤立を深める場合も多くなっています。 ところでございます。
このように、高校生など若年で妊娠・出産した人 このため、市町村や保健所などにおける妊娠・出

の生活実態について、母子家庭全般とは違う、独特 産に関する相談窓口を高校生などの若年層にも周知
の悩みや困難さがあるものと考えますが、道として するとともに、相談対応に当たりましては、子育て
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はどのように認識されていますか、伺います。 や社会的養育に関することなど、できる限り多くの
選択肢を提示し、今後について意思決定できるよう
母親の気持ちにより添いながら支援する必要がある
ものと認識しております。

（四）若年妊娠・出産への支援について 【少子高齢化対策監】
高校生の場合は、より厳しい環境に置かれるとい 若年者の妊娠や出産に対する支援についてでござ

うことが考えられて、支援する必要があるというこ います。養育能力の不足や未婚などといった、様々
とでありました。 な課題を抱える若年妊娠においては、地域で孤立す
スクールソーシャルワーカーの武輪敬心氏は、高 ることがないよう、関係機関が連携した支援が必要

校を卒業する前に妊娠・出産した経験を持つ３０人 と認識をしております。
から聞き取り調査を行い、母親自身が子ども期にネ このため、出産後において、年齢や婚姻の状況な
グレクトや虐待を受けてきた人が非常に多いこと どに応じて、特に支援が必要となると考えられる妊
や、若年妊娠だからといって、望まない妊娠とは限 婦等への市町村による養育支援訪問事業のほか、医
らず、むしろ家族関係で悩んできたからこそ「幸せ 療機関と地域保健機関相互の情報提供や関係機関の
な家庭を築きたい」という長年抱いてきた夢の実現 ネットワークによる継続的な支援を行う道独自の北
として出産する人が多いことなどを明らかにし、 海道養育者支援保健・医療連携システムなどによ
「社会でサポートすることが非常に重要」と言って り、若年妊婦の把握や必要な支援に繋げているとこ
ます。 武輪氏が聞き取った３０人中１５人が生活 ろでございます。
保護を受けた、またはその水準以下の生活と推測さ 道といたしましては、今後とも、市町村や関係機
れるそうです。若年妊娠・出産をした人を把握し、 関との連携の下、こうした仕組みを活用して、高校
悩みを聞き、生活実態調査から行うべきではありま 生など若年の妊娠・出産に係る実態の把握と適切な
せんか。支援するための特別な枠組みが必要だと考 支援に努めますとともに、妊娠・出産に関する相談
えますが、いかがか伺います。 窓口の周知徹底を図り、若年層が孤立することなく

安心して出産をし、養育できるよう、環境整備に取
り組んでまいる考えでございます。

実態の把握とそれから施策についても、これから
という課題が多いと思いますので、この問題につい
ては、知事にも直接伺いたいと思いますので、委員
長のお取り計らいをお願いいたします。

三 チャイルドペナルティーについて
（一）子どもの貧困対策に係る道の取組について 【自立支援担当課長】
昨年度における子どもの貧困及びひとり親世帯に 子どもの貧困対策等に係る取組状況についてであ

かかわる取組の内容、予算と決算状況についてお示 りますが、平成３０年度における主な事業としまし
しください。 て、子どもの貧困対策に係る効果的な施策の検討を

行う北海道子どもの貧困対策ネットワーク会議の開
催や子どもの居場所づくりの推進、ひとり親の雇用
の安定及び就職促進を図るための母子家庭等自立支
援給付金の支給や母子家庭等就業・自立支援センタ
ーの運営などを実施しており、これらに係る予算額
は１億３,７９３万６千円、決算額は１億２,１１６
万３千円となっております。
また、ひとり親世帯等の経済的自立や児童の福祉

を増進することを目的に、母子父子寡婦福祉資金の
貸付けを行っており、これに係る予算額は、事務費
等を含め、１０億３，６９９万６千円、決算額は９
億６，２９６万５千円となっております。

（二）ひとり親世帯の収入状況等について 【自立支援担当課長】
本道のひとり親世帯の年収、預貯金等の実態を明 ひとり親世帯の年収等についてでありますが、平

らかにしてください。 成２９年８月に実施しました北海道ひとり親家庭生
また、ひとり親世帯と母子世帯の相対的貧困率を 活実態調査では、年収３００万円未満の世帯の割合

お示しください。 は、母子世帯では８２．７％、父子世帯では６３．０
％、貯金はないと回答した世帯の割合は、母子世帯
では３５．４％、父子世帯では４３．２％となって
おります。
また、国の国民生活基礎調査によりますと、平成

２７年における全国のひとり親世帯の相対的貧困率
は、５０．８％となっております。



- 7 -

質 問 内 容 答 弁 内 容

（三）ひとり親世帯の就業とチャイルドペナルティ 【子ども未来推進局長】
ーについて ひとり親世帯における就業と子育ての状況につい
出産による離婚や転職などキャリアの中断があっ てでございますが、道の実態調査では、母子世帯の

たり再就職後の非正規雇用化などの条件の下に置か ９０．４％、父子世帯の９３．８％が就業してお
れている子どもを持つ親と働き続けることができる り、母子世帯では正規雇用の割合が３９．１％、非
子どものいない成人との間には、大きな賃金格差が 正規雇用の割合が５５．４％、また、父子世帯では
存在しています。 正規雇用の割合が７０．３％、非正規雇用の割合が
そこで、ひとり親世帯の貧困解消の社会政策とし １９．４％となっているところでございます。

て、一般的に考えられる第一が、失業をなくす、す 道といたしましては、ひとり親は、子育てと生計
なわち就業支援ということで、もう一つが、子育て の担い手という二つの役割を一人で担っている中、
による社会的な不利な条件、すなわちチャイルドペ 特に母子世帯においては、出産や育児による就業の
ナルティーをなくすということだと考えられます。 中断等からの再就職が困難なこと、また、就業して
ＯＥＣＤのひとり親世帯の貧困率調査で判明した も低賃金や不安定な雇用条件になることが多いな

ことですが、日本では、ひとり親世帯で就業してい ど、厳しい雇用状況にあるものと考えており、就業
る世帯だけを取り出してみると、ひとり親世帯全体 支援に加えまして、子育てや生活支援施策の充実な
よりも就業世帯の方が貧困率が上昇するとされてい ど、総合的な支援が必要であると認識をしておりま
ます。 す。
すなわち、ひとり親世帯においては、働いても貧

困は改善されず悪化するということであります。
男女間の賃金格差や、一度退職した後、再就職し

ても低賃金であること、保育料など就業世帯におけ
る子育てにかかわる経済的負担が大きいことなどに
よって、母子世帯の就業では貧困から抜け出すこと
ができず、子育てによる社会的に不利な条件、すな
わちチャイルドペナルティーをなくすことが必要に
なります。
ＯＥＣＤ調査に基づいて、桜井啓太立命館大学准

教授などが問題を告発しております。
道として、ひとり親世帯の就業とチャイルドペナ

ルティーについてどのような認識をお持ちですか。
今後、検討を深めるべき課題だと考えていますか、
伺います。

（四）ひとり親世帯への今後の支援について 【少子高齢化対策監】
母子世帯が置かれている経済的状況の厳しさを十 ひとり親世帯への支援についてでございますが、

分に把握すること、チャイルドペナルティーの把握 ひとり親世帯の多くは、厳しい経済状況に置かれて
と、除去する母子世帯、ひとり親世帯に対する支援 おり、仕事と子育ての両立など、様々な悩みや課題
を強化する必要があると考えますが、今後、どう支 を抱えていることから、道におきましては、母子・
援策を強化していくのか伺います。 父子自立支援員による一人ひとりに寄り添った相談

対応をはじめ、医療費負担の軽減や母子家庭等就業
・自立支援センターによる職業斡旋などにより、生
活や就労面における支援を行ってきたところでござ
います。
道といたしましては、今後とも、ひとり親家庭に

対する実態調査などにより就業や子育て、生活の状
況を把握しながら、介護福祉士など公的資格取得の
ための修学時における生活費の給付や子育てなどの
援助を行う支援員の派遣を実施する市町村に対する
助成など、総合的な支援に取り組みますことに加
え、支援を必要とする方々にこうした取組が有効に
活用されるよう、情報提供をきめ細かに行うなどし
て、ひとり親に対する支援の一層の充実に努めてま
いります。
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四 がん対策等について 【がん対策等担当課長】
（一）道内における喫煙問題等について 道内の喫煙率についてでございますが、国民生活
１ 道内における喫煙率について 基礎調査におきましては、３年ごとに健康状態や喫
がんと大きな関連があるとされる喫煙率低下につ 煙の状況などを把握する大規模調査が実施されてお

いてであります。現時点での道内喫煙率を示すとと りまして、直近の平成２８年の結果によりますと、
もに、北海道の喫煙率を全国順位でお示しくださ 本道の喫煙率は２４．７％であり、全国の順位は第
い。 １位となっております。

２ 喫煙率低下に向けた道の取組について 【がん対策等担当課長】
これまで道が取り組んできた喫煙率低下に向けた 喫煙率の低下に向けた取組についてでございます

施策を、昨年度決算も含めて明らかにしてくださ が、本道では、喫煙率が全国平均を上回っておりま
い。 すことから、健康増進計画等において、喫煙率の低

下に向けた取組を重要な施策として位置付け、推進
してきているところでございます。
これらの計画に基づき、喫煙率を低下させるた

め､喫煙が及ぼす健康への影響の普及啓発をはじめ､
道立保健所におけるたばこに関する相談対応などに
加え、昨年度は、健康への影響が大きい未成年者、
妊産婦などの方々向けの健康教育教材を作成するほ
か、喫煙の健康影響や禁煙外来を標榜する医療機関
を紹介するリーフレットを作成するなど、たばこを
やめたい方が身近な地域で禁煙支援を受けやすい環
境づくりに取り組み、関連予算は、１１，１０３千
円に対し、決算額は、１１，１０１千円となってい
るところです。

３ 喫煙場所削減の効果について 【がん対策等担当課長】
道は、喫煙場所を減らすことが喫煙率低下に資す 喫煙率の低下についてでございますが、道では、

るものと認識しているのか伺います。 これまで、多数の方が利用する公共施設や飲食店等
において、「おいしい空気の施設推進事業」を実施
し、禁煙等を行う施設を登録して、店頭でのステッ
カーの表示や道のホームページによる情報提供を行
い、禁煙や分煙の取組を促進してきたところでござ
います。
道といたしましては、こうした禁煙等に向けた取

組により、受動喫煙の防止に関する意識の醸成が図
られるものと考えておりまして、こうした取組を通
じて、喫煙率の低下につながることが期待できるも
のと考えております。

４ おいしい空気の施設の登録状況について 【健康安全局長】
「おいしい空気の施設」ということを進めてきた 施設の登録状況などについてでございますが、飲

そうですが、我が会派が２０１６年我が会派の質問 食店等の登録数を増加させるため、地域に密着した
に対して「飲食店にメリットを感じていただける内 道立保健所での広報はもとより、市町村との連携や
容とするよう検討いたします」と答弁しています。 禁煙等の施設を希望する子育て世代向けのホームペ
その後どのように改善し、登録数の拡大につながっ ージの活用により、地域住民等に広く制度の趣旨や
てきたのか、伺います。 施設名の紹介などを行ってきたところでございま

す。
飲食店の登録施設数につきましては、新設や廃業

などの影響により、平成２８年度は４９８件、２９
年度は５１４件、３０年度は５０６件と、登録数は
横ばいでありますが、来年４月からの改正健康増進
法の全面施行に向け、飲食店等の登録数が増加する
よう、効果的な取組を引き続き検討してまいる考え
でございます。

５ 東京五輪競技開催に伴う受動喫煙対策等の推進 【健康安全局長】
について 受動喫煙防止対策の推進についてでございます
２０２０年に東京オリンピックのマラソンと競歩 が、国では、東京オリンピック・パラリンピックの

が札幌で開催されることが決まりました。選手や関 開催に向け、昨年７月に健康増進法を改正し、国や
係者をはじめ世界中から本道を訪れることになり、 地方公共団体に対する責務等を規定するとともに、
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禁煙水準も国際水準並みに引き上げることが必要と 多数の方が利用する施設を第一種施設、第二種施設
なります。東京オリンピック競技の札幌開催に伴 等と定め、それぞれの区分に応じ、受動喫煙対策の
い、受動喫煙対策をこれまでにないスピードで取り 強化を図ることとし、来年４月から全面施行となり
組むことも必要と考えますが、道の見解を伺いま ます。
す。 こうした中、道では、現在検討しております受動

喫煙の防止に関する条例により、道、道民の皆様、
事業者及び関係団体がそれぞれの責務のもと、道民
運動として協働で受動喫煙防止対策を総合的に推進
する考えでありまして、東京オリンピック等の開催
に合わせ、年度内での条例制定を目指しているとこ
ろでございます。

６ 受動喫煙対策等の取組強化について 【保健福祉部長】
北海道がん対策「六位一体」協議会からの道と議 喫煙率の低下に向けた取組についてでございます

会各派への要請では、受動喫煙防止条例の制定はも が、本道は、全国に比べ、喫煙率や肺がん死亡率が
とより、禁煙、完全分煙の店舗の推奨、駅周辺や通 高いことから、喫煙率の低下に向けた取組は喫緊の
学路を喫煙禁止区域に指定し、コンビニやスーパー 課題と認識をいたしております。
等の出入り口の灰皿の設置を禁止することを求めて このため、道では、これまで、「たばこ対策推進
います。 計画」等に定める成人喫煙率の目標達成に向け、喫
これまでの延長線上にとどまらず、受動喫煙対策 煙による健康への影響の普及啓発やたばこをやめた

をはじめとした喫煙率低下に向けた取組をいかに進 い人へのサポート体制の充実、さらには、健康への
めるおつもりか、伺います。 影響が特に大きい未成年者や妊婦等の喫煙防止など

に取り組んできているところであります。
道といたしましては、こうした取組を一層推進し

ていくとともに、今後、新たに受動喫煙の防止に関
する条例を制定することにより、受動喫煙防止に関
する意識の醸成を図ることで、更なる喫煙率の低下
につながることも期待できるものと考えておりま
す。今後さらに、議会でのご議論等も踏まえつつ、
道民の健康づくり推進協議会などでの議論を深め、
喫煙率の低下や受動喫煙防止対策の総合的かつ効果
的な取組につきまして、一層の検討を進めてまいる
考えであります。

（二）がん対策について 【がん対策等担当課長】
１ がん罹患率の推移について がん罹患率の推移についてでございますが、全部
がんの罹患率の推移ですが、直近と５年前との比 位の罹患率について、２０１２年と直近の２０１６

較で、全部位の罹患数の推移、また、全国平均との 年とを比較しますと、男性では、２０１２年の全国
比較で本道の順位をお示しください。 平均が人口10万人あたり４４７．８のところ、本道

は４４６．８と、全国で２０番目、２０１６年で
は、全国平均４６９．８のところ、本道は５０３．
２と、全国で８番目となっております。
また、女性では、２０１２年の全国平均が人口10

万人あたり３０５．０のところ、本道は３１０．４
と、全国で１０番目、２０１６年では、全国平均３
５４．１のところ、本道は３７８．６と、全国で５
番目となっております。

２ がん罹患率増加の要因について 【がん対策等担当課長】
他県よりも深刻ながん罹患率の増加要因につい がん罹患率増加の要因についてでございますが、

て、道はどのように分析していますか。また、これ ２０１５年以前につきましては、各都道府県におい
まで道が取り組んできた対策では効果が表れなかっ て、がん診療の拠点となる病院を中心に協力施設が
たと認識しているのか伺います。 登録する、いわゆる「地域がん登録」により推計さ

れた数値となっております。
一方で、２０１６年からは、全国がん登録とし

て、全ての病院や診療所による登録が義務づけら
れ、全国がん登録の統計による数値となっておりま
す。
こうした統計手法の違いによりまして、本道の罹

患率が増加したものと考えられますことから、これ
までのがん対策の効果を検証することは難しいもの
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と考えております。

３ がん対策予算の推移について 【がん対策等担当課長】
道のがん対策予算が道民一人当たり２０１６年度 がん対策に係る決算額についてでございますが、

決算で一人当たり２６円と非常に少ない問題を取り ２０１６年度は、１億４，１３４万７千円、２０１
上げてきました。その後のがん対策予算の推移、２ ７年度は、２億８，４７９万３千円、また、２０１８
０１６年度から昨年度までの決算額を明らかにして 年度は、２億５，１７７万６千円となっておりま
ください。 す。

２０１６年度と比べ、２０１７年度以降の決算額
が増加しておりますのは、２０１７年度から、新た
にがん検診車の整備に対して助成を行うなど、がん
診療施設等の設備整備に関する事業費の増が、主な
要因となっております。

４ がん対策施策における予算のつかない事業に 【がん対策等担当課長】
ついて がん対策の事業についてでございますが、「がん
「がん教育出前講座」など、予算がつかない事業 教育出前講座」のほか、「がん予防道民大会」や

も複数ありますけれども、これらの事業を明らかに 「北海道がんサミット」、「がん対策サポート企業
するとともに、なぜ予算がつかないのかもお示しく 等登録事業」につきましては、市町村や関係団体、
ださい。 民間企業等との連携や協賛による協働事業として推

進してきたものでございます。

５ 「がん教育出前講座」の拡充について 【がん対策等担当課長】
道はこれまで、がん検診受診率の低さの理由とし がん教育についてでございますが、がん検診の受

て、道民の意識の低さということを答弁してきまし 診促進にあたりましては、検診受診の必要性につい
た。とりわけがん教育は、道が指摘する意識向上に て、住民一人ひとりの理解を深めることが重要と考
も資するものであり、道のこれまでの立場からすれ えており、若い世代から、がんに対する正しい知識
ば、当然力を入れて取り組むべきというふうに考え や、がん患者への理解、命の大切さの認識を深める
ます。しかし、予算をつけない現状のままでいいと がん教育は、重要な施策と認識しております。
いうことになるのか。予算ゼロのままで事業を拡げ こうした中、国におきましては、小中高等学校の学
ていくことが可能なのか、伺いたいと思います。 習指導要領を改訂し、がんに関する内容の充実が図ら

れたことに伴いまして、道教委におきましては、教員
や外部講師の研修などに取り組んでおりますことか
ら、今後とも、道教委と連携しながら、学校における
がん教育が効果的に実施されるよう、取り組んでまい
ります。

少ない予算の中でも頑張るということばかりでは
なくてですね、必要な予算は確保して事業を拡充し
て頑張っていくということでお願いしたいと思いま
す。

６ がん患者・家族への支援について 【がん対策等担当課長】
がん患者・家族への支援の必要性ということは、 がん患者等への支援についてでございますが、道

これまでも繰り返し取り上げてまいりましたけれど では、これまで、がん診療連携拠点病院等に設置す
も、昨年度のがん患者や家族に対する支援事業はど るがん相談支援センターにおいて、治療や療養生
ういったものがありましたか。決算額も併せてお示 活、就労に関する相談など、相談支援体制の維持・
しください。 向上に努めてきておりますほか、がん等の後遺症で

あるリンパ浮腫に関する医療従事者の研修や、企業
におけるがん患者の就労支援を促進するための労務
担当者の研修を開催するなどし、がん患者やご家族
の方々に対する支援に取り組んできているところで
ございます。
なお、これらの事業の決算額につきましては、１億
１，９８９万６千円となっているところでございま
す。
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７ 患者団体からの要望について 【健康安全局長】
患者団体との懇談をこれまで行ってきたものと承 患者団体からの要請についてでございますが、道

知しております。団体からは患者・家族への支援に では、北海道がん対策「六位一体」協議会が実施し
ついても要請はされてきていると思いますけれど ます「北海道がんサミット」などの場において、が
も、如何か伺います。 ん患者やご家族の方々との懇談を行ってきていると

ころであり、２０１７年のがんサミットにおきまし
ては、希少がんや難治性がん、小児やＡＹＡ世代の
がんのほか、高齢者のがんに関する情報提供や支援
体制の整備等について、様々な要望をいただいたと
ころでございます。

８ 他県におけるがん患者支援施策の反映につい 【がん対策等担当課長】
て がん患者の支援施策についてでございますが、が
静岡県では、がん患者の社会復帰や生活の質の向 んに対する偏見や、がん治療に伴う外見の変化、い

上などにつながる支援として、本年度からウィッグ わゆるアピアランスケアなどによる、患者の生活の
などの医療用補正具の購入費助成を政令指定都市以 質の向上に向けた取組につきましては、がん患者が
外の市町を対象に始めました。助成対象外の静岡市 社会生活を送るうえで、大変重要であると認識して
では、全県での実施ではないけれど、「がん患者の いるところでございます。
生活にまで支援の手が及んだことは良いこと」だと 道といたしましては、医療用ウィッグなど医療用
して歓迎の声が寄せられております。 補正具購入費への助成について、引き続き、国に対
道は静岡県のようながん患者の支援施策をどのよ して制度の創設を要望いたしますとともに、拠点病

うに受け止め、道の施策にどう反映させる必要があ 院等や関係団体と連携し、がん患者やご家族の方々
ると考えておりますか。 に対し、適切な情報提供などに取り組み、がん患者

が、社会とのつながりを維持し、不安なく治療を行
うことのできる環境の整備に努めてまいる考えでご
ざいます。

９ 希少がん患者等に対する支援について 【健康安全局長】
次に、希少がんの患者さんに対する支援について 希少がん患者等の支援についてでございますが、

伺います。 道では、がん対策六位一体協議会によるがんサミッ
これまでも希少がんの患者さんが他のがん患者と トやがん対策推進委員会において、患者団体の代表

比較して高額な抗がん剤や治療機会が札幌等の都市 者などから、ご意見を伺うなどしながら、道の施策
部に集中していることによる通院交通費の負担は深 の充実を図ってきたところでございます。
刻であり、入院費・交通費支援制度の導入を求めて 昨年策定された国の第３期がん対策推進基本計画で
きたところであります。 は、がん患者の方々の経済的な課題を明らかにし、利
道は、「希少がんの患者や家族の方々の実情、受 用可能な社会保障制度に関する周知の方法など、課題

療動向の把握に努めてまいる」と答弁しましたけれ 解決に向けた施策を検討することとされておりますこ
ども、実情をどう把握し、施策に生かしてきたのか とから、道といたしましては、今後とも、国の検討状
伺います。 況などを注視するとともに、様々な機会を通じて、が

ん患者やご家族の方々の実情の把握に努めてまいる考
えでございます。

（再） 希少がん患者等に対する支援について 【健康安全局長】
希少がん患者への支援は極めて切実ですけれど 希少がん患者等の実情把握についてでございます

も、実施がなかなか実現せずに、ですから一昨年、 が、希少がんの経験者であり、また、現在、希少が
患者の方々の実情の把握について伺ったが、せめて んなどの患者団体の代表を務める方々に直接お会い
希少がん患者が抱える困難さを共有するようにと言 をし、お話を伺うなどしてきたところでございまし
うことで実態把握を行うことを求めました。２年経 て、希少ながんのため、情報が少なく、情報の収集
過しましたので、具体的にどういうことが把握され に苦労したこと、同じがんの患者の方々とのつなが
たのか明らかにしてください。 りが重要であること、また、医療費などの工面が大

変であったこと、など、切実なご意見を伺ったとこ
ろでございます。

ぜひ、そういう思いを共有しながらですね、支援
へと踏み出していただきたいと言うことを指摘して
おきます。
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１０ 今後の支援の在り方について 【健康安全局長】
第３期北海道がん対策推進計画では、希少がんに 希少がん患者に対する支援についてでございます

ついて「患者団体と連携し、希少がんにかかる正し が、道では、がん対策推進計画に基づき、拠点病院
い知識の普及に取り組みます」とある。普及ととも や患者団体等と連携をし、希少がんに対する正しい
に求められているのは、患者や家族の方の苦しみに 知識の普及に努めてきたほか、拠点病院等に設置す
心を寄せることではないのですか。患者団体との懇 るがん相談支援センターによるきめ細やかな相談支
談を通じて、患者・家族に寄り添う姿勢を明記し、 援を行ってきたところでございます。
支援を具体化する必要性があると考えますが、いか 道といたしましては、引き続き、こうした取組を
がですか。 行いつつ、がん対策推進委員会等におけるご意見も

伺いながら、がん患者やご家族の方々の気持ちに寄
り添った支援に取り組んでまいります。

１１ がん対策予算の拡充について 【保健福祉部長】
北海道のがん対策予算は、設備や施設面のハード がん対策の取組についてでございますが、道で

面の整備が大半を占める一方で、患者・家族に対す は､がん対策推進計画に基づき、がん検診の受診促
る支援はまだまだ貧弱であることが改めて明らかに 進や医療提供体制の整備、相談支援など、がん患者
なりました。第２回予算特別委員会において、今年 の方々が安心して暮らせる社会の構築に向けた各般
度のがん対策予算は昨年度よりもさらに減少してい の施策を展開をしてきているところでございます。
る問題を指摘しましたが、がん対策をより向上させ 道といたしましては、引き続き、こうしたがん対
るうえでも、予算の拡充なしには実現できないので 策を促進いたしますとともに、市町村、関係団体、
はありませんか。改めて予算拡充に向けた決意も含 民間企業との連携や協働により、がん検診を身近に
めて伺いたいと思います。 感じていただく取組や、拠点病院等に設置をいたし

ますがん相談支援センターの支援体制の充実などに
取り組みつつ、がん対策推進委員会やがん対策六位
一体協議会のご意見を伺いながら、総合的ながん対
策を推進するための予算について効果的な活用を検
討し、がんに負けない社会づくりを目指してまいる
考えであります。

がん対策等について2項目質問をしてまいりまし
た。いずれも知事に改めて伺いたいと思いますの
で、委員長のお取り計らいをお願いいたしまして、
質問を終わります。


